
©2016公益財団法人流通経済研究所

加工食品WGの活動報告

2016年7月15日
製･配･販連携協議会

加工食品ワーキンググループ
（作成：公益財団法人流通経済研究所）



報告の構成

1. はじめに

2. 加工食品の返品実態報告

3. 返品削減実施計画の進捗状況の共有

4. 返品削減の進め方手引書の作成

5. 配送効率化の進め方手引書の作成

6. 今後の課題

（資料）

• 加工食品の返品実態調査結果詳細資料

• 加工食品 返品削減の進め方 手引書

（加工食品WG・日用品WG共通資料）

• 配送効率化の進め方 手引書

• 製･配･販各社の返品削減実施計画の進捗

• 配送効率化ベタープラクティス事例

2



1. はじめに

製･配･販連携協議会は、準備会合（2010年度）、第1期（2011-2013年度）
を経て、第2期（2014-2016年度）の活動に入っている。このため過去の提
言内容を、実行・実現・普及拡大することが重要。

加工食品WGでは、返品削減・配送最適化の取組みを着実に実行・実現す
るとともに、業界全体への普及拡大を推進することとした。

– 返品実態調査の継続、返品削減実施計画のフォローアップ

– ベタープラクティス事例共有と普及に向けた手引書等の作成

– 協議会メンバーを対象とする表彰制度の導入

また、サプライチェーン最適化の阻害要因を除去するために、製･配･販各
層で実質的な議論・検討を進めた。
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1. はじめに

2015年度の加工食品ＷＧ活動内容

2015年度の加工食品ＷＧでは、返品削減のフォローアップを行うとともに、加工

食品の返品削減、配送効率化の手引書を作成した。また表彰制度の導入に向け
た検討を行った。
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返品削減フォローアップ

加工食品の返品実態調査、返品削減実施計画の進捗

返品削減の進め方

手引書の作成製･配･販各社の

ベタープラクティス事例

の報告・共有 配送効率化の進め方

手引書の作成

表彰制度の導入

サプライチェ
ーン最適化に
向けた目標・
取組の議論・

明確化



2. 加工食品の返品実態報告
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2. 加工食品の返品実態報告
（１）調査概要

調査の目的
– 返品削減推進の前提として、返品の実態把握と問題意識の共有を図ることを

目的として、返品実態調査を実施した。

調査の方法
– 製･配･販連携協議会に加盟する卸売業及び小売業に対し、アンケート形式で

調査を行った。

調査の項目
– 卸売業調査

• 小売業への売上高、小売業からの返品額、小売業からの返品理由、メー
カーからの仕入高、メーカーへの返品額、メーカーへの返品理由、返品処
理経費

– 小売業調査
• 卸売業等からの仕入額、卸売業等への返品額、卸売業等への返品理由
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2. 加工食品の返品実態報告
（２）返品率－卸売業調査・小売業調査

卸売業調査によると、「卸売業→メーカー」の返品率は、2015年度は若干上昇した。
理由としては、小売業におけるMD（商品政策）の変化により、地域商品などの取扱
アイテム数が増加したことが影響したと考えられる。
また、卸売業調査の「小売業→卸売業」の返品率も、前年比で上昇した。
一方、小売業調査の「小売業→卸売業」の返品率は低位で推移している。協議会に
参加していない中堅・中小小売業からの返品が増加していると見られる。
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加工食品の返品率の推移（2011年度～2015年度）

（注）年度によって集計対象企業が異なる。

（注）上記の小売業調査結果と卸売業調査結果の違い
について、小売業調査の対象は製･配･販連携協議会加
盟小売業であるのに対し、卸売業調査には協議会非加
盟の多数の小売業との取引が含まれているために一致
しない。



2. 加工食品の返品実態報告
（２）返品率－卸売業調査

卸売業調査にて、「小売業→卸売業」の返品率を業態別に集計したところ、ドラッグス
トアの返品率が他業態に比べて高い。一方、コンビニエンスストアの返品率は低い。

8

主要業態別の返品率(2015年度）



2. 加工食品の返品実態報告
（３）返品の発生理由－卸売業調査

「卸売業→メーカー」の返品の発生理由は、「定番カット」（37.2%）が最も多く、 「納
品期限切れ」（16.8%）、「年2回の棚替え・季節品」（14.6%）が続いている。
「小売業→卸売業」の返品では、「定番カット」 （31.3%）が最も多く、「特売残」
（25.4%）、 「販売期限切れ」（19.9%）が続いている。
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加工食品の返品の発生理由（2015年度）

＜卸売業→メーカー＞ ＜小売業→卸売業＞



2. 加工食品の返品実態報告
（３）返品の発生理由－小売業調査

小売業調査における「小売業→卸売業」の返品の発生理由は「汚破損」（18.0%）、
「その他（メーカー起因等）」(70.0%）など、例外的な事由によるものが中心となっ
ている。
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加工食品の小売業から卸売業へ返品の発生理由（2015年度）



2. 加工食品の返品実態報告
（４）業界全体の返品額推計

業界全体の「卸売業→メーカー」の返品額を推計した。
業界全体の返品額は、2015年度900億円と推計される。
（返品額推計値の増加には、返品率と取引金額の増加が影響している。）
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加工食品の業界全体の返品額推計

（卸売業→メーカー、2011年度～2015年度、億円）



3．返品削減実施計画の進捗状況の共有
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（実施内容）

（現状指標）
小売業態区分

区分
２０１３年度

実績
２０１５年度

目標
２０１５年度

実績
２０１２年度

現状

（実施内容） （実施内容） （実施内容） （実施内容）

（現状指標） （現状指標） （目標指標） （現状指標）

２０１４年度
実績

専用センター
からの返品

（状態） （状態） （状態） （状態）（状態）

（状態）

汎用センター
からの返品

（状態） （状態） （状態） （状態）

卸売業・小売業
からの返品

（状態） （状態） （状態）（状態）

（状態）

区分
２０１３年度

実績
２０１５年度

目標
２０１５年度

実績
２０１２年度

現状
２０１４年度

実績

3. 返品削減実施計画の進捗状況の共有
（１）製・配・販各社の返品削減実施計画の進捗状況

製・配・販各社は、2012年度より返品削減実施計画を策定している。
2015年度の返品削減の取組みについて、進捗状況を確認した。
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返品削減 定性目標（めざす姿）

返品削減実施計画書（定性目標と返品削減方策）

返品削減方策①
加工食品の納品期限の見直し

返品削減方策②
商品入れ替えプロセスの見直し

返品削減方策③
返品確認書の運用

２０１４年度
実績

（実施内容）

（現状指標）

（実施内容）

（現状指標）

２０１５年度
実績

２０１２年度
現状

賞味期限の２／３残し
以上に厳しい納品期
限の緩和

賞味期限の２／３残し
未満への納品期限の
緩和

区分
２０１３年度

実績
２０１５年度

目標

（実施内容） （実施内容） （実施内容） （実施内容）

（実施内容） （実施内容） （実施内容） （実施内容）

（現状指標） （現状指標） （目標指標） （現状指標）

（現状指標） （現状指標） （目標指標） （現状指標）

販売先との
返品確認書の運用

（実施内容） （実施内容） （実施内容） （実施内容）

（現状指標） （現状指標） （目標指標） （現状指標）

２０１４年度
実績

（実施内容）

（現状指標）

区分
２０１３年度

実績
２０１５年度

目標
２０１５年度

実績
２０１２年度

現状



3. 返品削減実施計画の進捗状況の共有
（２）返品削減の定量目標および実績進捗

返品削減実施計画には返品率/返品額を定量目標として設定し、製・配・販各社の返
品削減に向けた取組の成果を評価した。

メーカー（10社）
– 計画達成企業は4社であるが、2014年度実績比で削減できた企業は7社である。

卸売業（4社）

– 「メーカーへの返品」は、計画達成企業は1社、2014年度実績比では2社が削減した。

– 「小売業からの返品」は、計画達成企業は2社、2014年度実績比では2社が削減した。

小売業（18社）
– 計画達成企業は9社であるが、2014年度実績比で削減できた企業は13社である。
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加工食品の返品率の計画と実績（2014年度実績を100とした指数）

対2014年度
実績比

対2015年度
計画比

メーカー 卸売業・小売業からの返品 10社 100 94 7社 4社

メーカーへの返品 100 92 2社 1社

小売業からの返品 100 92 2社 2社

小売業 卸売業・メーカーへの返品 18社 100 86 13社 9社

返品削減達成企業数

企業数

卸売業 4社

2014年度
実績

2015年度
計画値



4. 加工食品の返品削減の進め方 手引書の作成
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4. 加工食品の返品削減の進め方手引書の作成
(1)ベタープラクティス事例の共有

16

WGにて、返品削減のベタープラクティス事例を報告・共有した。

企業 施策タイプ 内容

キリンビール 意識改革 「返品不可」原則の社内明示
在庫適正化 終売品の需給コントロール
実績管理 返品実績のモニタリング

国分 情報共有 専用センター在庫共有システム
計画発注 特売先日付発注と追加発注の定義
計画発注 新商品初回発注の先日付化
計画終了 カット・終売　計画終了

日本アクセス 情報共有 不動商品の徹底管理
情報共有 不動商品の早期販売
情報共有 低回転商品の情報共有、棚割提案に反映

三菱食品 計画終了 終売プロセス改善（計画終了等）
実績管理 返品実態把握と理由分析
納品期限 納品許容NG品の返品削減

（メーカー・卸売業ベタープラクティス事例一覧）



4. 加工食品の返品削減の進め方手引書の作成
(1)ベタープラクティス事例の共有
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企業 施策タイプ 内容

イオンリテール 情報共有 終売・棚替えプロセスの事前情報共有
イトーヨーカ堂 不当返品防止 買取商品は原則返品なし

情報共有 委託商品も売減らし・在庫調整・情報共有
サークルKサンクス 実績管理 定量目標管理

納品期限 納品期限見直し　1/3→1/2へ
不当返品防止 返品確認書導入検討
計画終了 終売・棚替えプロセスの見直し検討

セブン-イレブン・
ジャパン

計画終了 終売プロセス改善：推奨取消案内早期化

ダイエー 発注適正化 商品入り数小分け化
マルエツ 情報共有 商品終売の情報共有早期化
ミニストップ 計画発注 新規商品の確定数量発注

計画終了 終売方法の見直し
ラルズ 実績管理 現状分析と目標共有

在庫適正化 過剰在庫削減－特売回数集約・品目見直し
意識改革 返品不可徹底

ローソン 計画発注 計画発注（D+8発注）
計画終了 計画終了（センター別カット）

（小売業ベタープラクティス事例一覧）



4. 加工食品の返品削減の進め方手引書の作成
(2)手引書の構成

加工食品の返品削減の進め方について、企業内の取組み、取引先との
取組みに分けて整理・とりまとめた。
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返品削減の取組み

企業内の取組み

(1)意識改革・意識啓発

(2)返品実績の把握と管理

(3)不当な返品の防止

取引先との取組み

(1)関係者との情報共有

(2)納品期限・賞味期限の見直し

①納品期限の見直し

②賞味期限の延長・年月表示化

(3)商品入れ替えプロセスの見直し

①新商品・特売商品の計画発注

②カット商品の計画終了
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5. 配送効率化進め方 手引書の作成
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5. 配送効率化進め方 手引書の作成
(1)ベタープラクティス事例の共有

WGにて、配送効率化のベタープラクティス事例を報告・共有した。
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企業 施策タイプ 内容

アサヒビール 納品待機時間の短縮 繁忙期における早朝時間枠の設定と納品指定時間の拡大
キリンビール センター納品日の分散化 出荷数量の予測に基づいて特定した「注意日」を卸売業に伝達し、納品日（発注）

の分散化を促す
日本コカ・コーラ 工場直送 商品回転率の高いAランク商品のDCへの工場直送を拡大

空車時間の短縮 BCランク商品は店舗納品帰り便を活用したTCへの納品を実施
伊藤忠食品 発注頻度の引下げ 曜日指定発注等

納品待機時間の短縮 午後荷受けの実施等
入荷受付簿を変更し、入荷車両の手待ち時間の把握

積載率の向上 オリコンの納品カテゴリーを集約し、オリコン入数を増加
国分グループ本社 納品待機時間の短縮 拠点別温度帯別の入荷車両誘導のシステム化

受付状況の参照と待機時間の有効活用
入荷車両のデータ化

日本アクセス 共同配送（混載） 小売専用センターのセンター前センターの運用によるメーカー共同配送を実施
小売専用センター店舗へのベンダー共同配送を実施

空車時間の短縮 店舗への納品を終えた帰り便を活用してベンダーメーカーへ引取物流を実施
センターの車両空き時間にベンダーメーカーへの引取り

三井食品 納品頻度の引下げ
/積載率の向上

店舗に対してパレタイズ納品を行い、納品頻度を引き下げ、積載率を向上

三菱食品 空車時間の短縮 社内配送（横持ち）を終えた帰り便を活用してメーカーへ引取物流を実施
複数の物流センター納品分を総量一括引き取り

（メーカー・卸売業ベタープラクティス事例一覧）
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企業 施策タイプ 内容

イオンリテール モーダルシフトの推進 往復運行によるマッチング
鉄道輸送の共同利用（専用列車拡大）
繁忙期における臨時列車の共同運行

イズミ 共同配送（混載） ドライチルドセンターを統合し、カテゴリー共同配送と配送便の組合せを実施
イトーヨーカ堂 発注ロットの拡大 大型車両単位で発注（工場直送）

空車時間の短縮 小売業への納品を終えた帰り便を活用してメーカー工場へ引取物流を実施
モーダルシフトの推進 特売商品をメーカー工場からコンテナ単位でＪＲ貨物を使用し配送
積込・荷卸時間の短縮 菓子メーカー等のバラ積み納品取引先に対し、パレット納品を実施
積込・荷卸時間の短縮 センター構内仕分けから店舗納品まで同一運搬台車を使用

車両から搬送機器（運搬台車）を昇降させる機器（テーブルリフト）を装備
走行時間の短縮 配送ルート編成支援システムを活用し、短時間でより最適なルートを編成

ファミリーマート 積載率の向上 温度帯別共同配送の実施見直し
モーダルシフトの推進 PB商品の幹線輸送の一部を海上運輸や鉄道運輸に切替え
走行時間の短縮 配送コースの月次半期メンテナンスの実施
環境負荷の削減 エコドライブ管理システムの導入、低公害車低燃費車の採用

フジ 発注頻度の引下げ 週販実績に基づく発注頻度の変更
各カテゴリーでの表裏納品への変更

積込・荷卸時間の短縮 カートラックからドーリーへ変更
ラルズ 共同配送（混載） 常温食品の共同配送、食品と日用雑貨の共同配送

納品頻度の引下げ 常温食品の納品頻度の引下げ、酒類は店舗納品曜日の表裏で運用
走行時間の短縮 早朝納品から夜間納品へ変更
積込・荷卸時間の短縮 納品什器の標準化による納品業務のスピード化
積載率の向上 納品什器の標準化による車両積載量の向上
配送車両の大型化 4ｔ車両2台から大型車1台に変更

セブン‐イレブン・
ジャパン

（小売業ベタープラクティス事例一覧）



５．配送効率化の進め方手引書の作成
（２）手引書の構成

配送効率化の取組みを、「配送ロットの拡大」「車両回転の向上」「物流経路の最
適化」というトラック配送の効率化方策と、「モーダルシフトの推進」に分けて整
理・とりまとめた。
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配送効率化の取組み

配送ロットの拡大

(1)発注ロットの拡大
／発注頻度の引下げ

(2)積載率の向上

(3)配送車両の大型化

車両回転の向上 物流経路の最適化 モーダルシフトの推進

(1)納品待機時間の短縮

(2)空車時間の短縮

(3)積込・荷下ろし時間の短縮

(4)走行時間の短縮

(5)配送ダイヤグラムの見直し

(6)センター納品日の分散化

(1)工場直送

(2)共同配送（混載）

トラック配送の効率化



６. 今後の課題
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6. 今後の課題
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返品実態調査の継続・返品削減方策フォローアップ

– 加工食品の返品率はやや増加する傾向が見られるため、継続的な
実態把握が必要

– 返品削減方策（納品期限の見直し、商品入れ替えプロセスの見直し
等）の進捗についても確認する

返品削減／配送効率化の進め方手引書の普及・利用促進

– 本年度作成した手引書の普及・利用促進を図り、返品削減／配送効
率化の取組みの拡大を促す

– 手引書の内容についても必要に応じて更新する

業界団体・関連組織と連携した業界全体での普及促進

– 中堅・中小企業における取組みが重要であることから、業界団体や
関連組織と連携した業界全体での取組みを推進する


